
 

DMM Co.Tel  

利用規約 

第1条（本規約の適用） 

1. 合同会社DMM.com（以下「当社」といいます。）は、「DMM Co.Tel」サービス

（以下「本サービス」といいます。）を利用する個人又は法人（以下「会

員」といいます。）に対して、本サービスを提供するにあたり、本サービス

の利用規約（以下「本規約」といいます。）を定めます。当社は、会員に対

し、本規約に基づき本サービスを提供するものとし、会員は、本規約に基づ

き本サービスを利用するものとします。 

2. 本規約は、会員又は利用希望者（第3条第4項に定義します。以下同じ。）と

当社の間の権利義務関係を定めます。会員及び利用希望者は、本サービスの

利用及び申込みに関し、本規約の内容を十分に理解した上で、これに同意の

上、遵守するものとします。 

3. 当社が必要に応じて本規約とは別途で定める本サービスに関するガイドライ

ン、マニュアル、注意事項などは本規約の一部を構成し、会員又は利用希望

者と当社との間に適用されるものとします。 

4. 会員又は利用希望者が本サービスの申込みをした時点で、当該会員又は利用

希望者は、本規約の内容に同意したものとみなされます。 

第2条（本サービスの内容） 

本サービスは、当社が、電気通信番号の利用に関して契約している電気通信事業者 

(以下「卸提供元電気通信事業者」といいます。)のIP電話基盤に基づき提供するIP

電話サービスの利用を希望する会員に対して、当該サービス及びこれに付随するサ

ービスを提供するものです。 

本サービス関連ページ又は本サービスに関し当社が提携する事業者（以下「提携事

業者」といいます。）からの紹介による場合の特設ページ（提携事業者のWEBサイト

上に当社の同意に基づき掲載されている記載を含みます。）に記載のとおりです。 

https://virtualoffice.dmm.com/inquiry
https://virtualoffice.dmm.com/inquiry


第3条（本サービスを利用できない営業、業種等） 

1. 当社は、利用希望者が以下の各号のいずれかに該当すると判断する場合に

は、利用契約を締結しないときがあります。 

1.1. 本サービス利用申込時の入力内容に虚偽、誤記又は記入漏れがあった

場合 

1.2. 個人の利用希望者が未成年の場合 

1.3. 個人の利用希望者が代理人を通じて本サービスの利用の登録を申込も

うとする場合 

1.4. 個人の利用希望者が成年被後見人、被保佐人又は被補助人のいずれか

の場合に、申込の手続が成年後見人によって行われないとき、又は申

込の際に法定代理人、保佐人若しくは補助人の同意がないとき 

1.5. 利用希望者が日本国内に住所を有しない場合 

1.6. 利用希望者が「犯罪による収益の移転防止に関する法律」（平成19年

法律第22号。その後の改正を含み、以下「犯罪収益移転防止法」とい

います。）に定めるハイリスク取引に該当する個人又は法人である場

合 

1.7. 利用希望者が本サービス利用申込時に電話番号の利用場所として記載

した住所が実在しない、または当該住所に利用希望者の名称が存在し

ない、または当該住所に利用希望者の名称で郵送物を送付しても配達

できない場合 

1.8. 利用希望者が当社が提供する他のサービスについて過去に利用規約違

反があった場合 

1.9. 利用希望者が指定したクレジットカードの名義人と異なる場合 

1.10. 利用希望者が指定したクレジットカードについて、クレジットカード

会社、代金回収代行業者、金融機関又はクレジットカードの名義人に

よる利用停止処分などを含むその他の事由により決済手段としての利

用ができないことが判明した場合 

1.11. その他、当社が利用希望者を利用者とすることが技術上又は義務の遂

行上著しい支障があると当社が判断する場合 

1.12. 利用希望者が第9条各号に該当する場合、又は該当するおそれがあると

当社が判断した場合 

1.13. 利用希望者が料金等の支払いその他の債務の履行に支障を生ずるおそ

れがあると当社が判断した場合 

1.14. 本サービスを用いた犯罪行為等に利用されることを防止するために、

当社が本サービスの申込を承諾しない必要があると警察機関が判断し



た場合であって、警察機関から当社に対して所定の方法により当該申

込を承諾しない旨の措置要請があったとき 

1.15. その他当社が適当でないと判断した場合 

2. 前項の他、以下の各号のいずれかに該当すると当社が判断する営業、活動等

については、本サービスを利用することができません。 

2.1. 反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企

業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他こ

れらに準ずる者をいいます。以下同じ。）若しくはこれらに関係する

者の営業、活動 

2.2. 法令上求められている届出・登録・許可のない営業 

2.3. 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（風営法）の対象

となる営業（深夜酒類提供飲食店営業は除きます。） 

2.4. インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等

に関する法律（出会い系サイト規制法）の対象となる営業（法令上の

定めにかかわらず、同性間の紹介も含みます。） 

2.5. 東京都特定異性接客営業等の規制に関する条例又は東京都デートクラ

ブ営業等の規制に関する条例の対象となる営業（当該条例が適用され

る地域外での営業も含みます。） 

2.6. アダルトコンテンツ関連（コミック、アニメ、ゲームその他性的表現

を含むコンテンツも含みますがこれらに限られません。）、成人向け

サービス、その他性的要素を含む営業 

2.7. マルチ商法、ギャンブル、情報商材販売に関する営業 

2.8. 政治活動、宗教活動又はこれらに関連する活動 

2.9. 貸金業法若しくは債権管理回収業に関する特別措置法（サービサー

法）の対象となる行為を行う営業、ファクタリング、クレジットカー

ド利用枠の現金化その他の金融関連の営業（ただし、当社が個別に判

断し事前に承諾した営業種別は除きます。） 

2.10. 法令上、本サービスを用いることができない営業 

2.11. 第三者との契約違反となる又は第三者の権利を害する営業、活動 

2.12. 法令その他のガイドラインに違反する営業 

2.13. 上記各号で禁止する営業に類すると当社が判断する営業 

2.14. その他当社が本サービスの運営上ふさわしくないと判断する営業 

3. 当社は、前二項に該当するか否かの判断を当社の裁量により行うものとし、

当社の判断について説明責任を負わないものとします。 

4. 本サービスの利用を希望する個人又は法人（以下「利用希望者」といいま

す。）は、本サービスを利用する自らの業種、活動等が、本条第２項各号の

いずれにも該当せず、かつ、法令等を遵守したものであることを誓約のう

え、本サービスの利用の登録を申込むものとします。 



第4条（登録） 

1. 利用希望者（前条第1項に定める業種、活動等に利用する場合を除きます。）

は、本規約を遵守することに同意し、本規約に定める手続を行うことによ

り、本サービスの利用の登録を申込むことができます。前項に定める利用の

登録は、以下の各号に定める手続により行われます。なお、第3号の手続が完

了した時点で登録が完了するものとします。 

1.1. 利用希望者は、本サービスに関するWEBサイト上に設けられた申込み用

フォームに、当社が別途指定する事項を入力し（以下「入力事項」と

いいます。） 

当社が別途指定するファイル等を別途指定する方法により提供します

（以下「提供ファイル等」といいます。）。なお、利用希望者は、前

条のいずれにも該当しないことを誓約のうえ、本サービスの利用の登

録を申込むものとします。 

1.2. 当社は、利用希望者からの前号の入力事項及び提供ファイル等を基に

当社所定の審査を行います。入力事項又は提供ファイル等に不足又は

不備があった場合、当社は補正を求めることができ、利用希望者は当

該補正を行うものとします。 

1.3. 前号の審査の結果、審査通過となり、利用料等（第6条に定めます。）

の初回支払いがあった場合、利用希望者は、本サービスの会員として

登録されます。 

2. 前項第3号に定める登録をもって、当社と利用希望者との間で、本サービスの

利用契約（以下「利用契約」といいます。）が締結されたものとします。利

用契約締結後、会員として本サービスを本規約に従い利用することができる

ようになります。ただし、本サービスのうち犯罪収益移転防止法等に定める

取引時確認等が必要なサービスについては、当該確認等の完了後の利用とな

ります。 

3. 本条の定めにかかわらず、利用希望者が本サービスへの利用の登録時に利用

料等の初回支払いも併せて行うことを承諾のうえ申込む場合には、当該申込

後の弊社から利用希望者への審査通過の通知をもって、利用契約が締結され

利用希望者は本サービスの会員として登録されます。なお、万が一、審査の

結果、本サービスのご利用をお断りする場合には、別途返金等に関してご案

内します。 

4. 当社は、利用希望者が第３条のいずれかに該当する場合は、登録を拒否する

ことができ、また、その理由については一切開示義務を負いません。 



5. 本条第1項1号に定める入力事項及び提供ファイル等（これらのうち会員の入

力事項及び提供ファイル等を、以下「登録事項」といいます。）は、当社に

おいて法令及び当社の個人情報保護方針に基づき保管するものとします。 

6. 利用希望者は、審査通過後、利用料等の初回支払いまでに入力事項又は提供

ファイル等の内容に変更が生じた場合は、当社が定める方法によって速やか

に変更手続をするものとします。また、審査通過後に一定期間以上利用料等

の初回支払いがなかったときや、当社からのご連絡に対して一定期間ご返答

がないときは、当社は当該申込みを失効したものとする場合があり、利用希

望者はあらかじめこれを承諾するものとします。 

7. 利用希望者は、個人として本サービスの利用契約を締結した後に法人として

の利用契約に切り替える場合には、当社所定の方法に基づき利用契約を終了

し、新たに本サービスの申込みを行うものとします。 

第5条（登録事項等の変更） 

1. 会員は、登録事項その他本サービスを利用するにあたり必要な情報に変更が

生じた場合、当社が定める方法によって直ちに変更手続をするものとしま

す。 

2. 会員は、個人として本サービスの利用契約を締結した後に法人としての利用

契約に切り替えを申込む場合で、登録事項その他本サービスを利用するにあ

たり必要な情報に変更が生じるときは、当社所定の方法により事前の通知を

行うものとします。また、会員は、法人としての利用契約への切り替え後に

おいても、第３条１項で定める営業、活動等その他本規約に反する本サービ

スの利用を行ってはなりません。 

3. 当社は、会員が前二項の手続を怠ったことにより会員が損害等を被った場合

でも、当該損害等に対して、責任を負わないものとします。また、会員が前

二項の手続を怠ったことにより当社が損害等を被った場合、会員は当社に対

し、当該損害等について賠償する責任を負うものとします。 

第6条（利用料、プラン変更等） 

1. 本サービスの利用料等及び利用料等の支払条件は、指定のWEBサイト上(http

s://virtualoffice.dmm.com/service/cotel)又は提携事業者からの紹介によ

る場合の特設ページ上（提携事業者のWEBサイト上に当社の同意に基づき掲載

されている記載を含みます。）に定めるものとします。なお、本サービスは

利用料等につき日単位はなく、日割りによる精算はありません。 



2. 利用契約の期間の途中で利用契約が終了した場合であっても、利用料の返金

はないものとします。ただし、第16条第3項に定める場合を除きます。 

3. 利用契約の期間の途中でのプラン変更については、プランアップ（利用中の

プランよりも高額のプランに利用契約を変更することをいいます。以下同

じ。）をすることができ、この場合、会員は利用中のプランとの差額（プラ

ンアップの申込みのあった月の翌月から数えて、利用契約の期間の残り月数

に応じて月割りで計算した額）を支払うものとします。また、プランダウン

（利用中のプランよりも低額のプランに利用契約を変更することをいいま

す。）をすることができますが、利用料の返金はないものとします。 

第7条（本サービスの提供範囲、確認事項等） 

1. 本サービスを利用した通話は、会員が当社と会員との間で利用契約を締結す

ることにより当社が会員に提供、利用を許諾し、会員が所有する電話機等に

インストールして使用する本サービスを利用するためのアプリケーション

（以下「本アプリ」といいます。）を使用して、当社のサーバーに接続する

ことで利用する以下の通話とします。 

1.1.  

2. 本サービスは、会員の利用環境が以下各号の全部に該当する場合に限り、提

供されます。 会員による本サービスの利用が、以下の各号の一つ又は全部に

該当しない環境におけるものである場合には、当該利用によって発生した費

用を含め、当社は一切の責任を負わないものとします。 

2.1. 通話発信地については、日本国内外を問わず、ブロードバンド回線が

提供されている地域であり、かつ回線状態が本サービスを支障なく利

用できる環境であると当社が認める区域であること。 

2.2. 通話受信地については、通話受信地が日本国内である場合、当該通話

受信先が前項に定める通話先であると認められること。 通話受信地が

日本国外である場合には、当社が別途定める国際通話料に記載の区域

であること。 

3. 前２項に定める提供範囲は、当社の都合により予告なく変更することがあり

ます。 本サービスの提供範囲の変更に伴って会員が被る不都合、損失又は損

害については、当社はいかなる責任も負わないものとします。 

4. 会員は、本サービスの提供を受けるにあたり以下の事項を予め確認し、了承

したものとします。 

4.1. 本サービスをご利用いただけない機種の携帯電話端末、電話機がある

こと。 当社が別途定める「本サービス動作環境表」に記載の環境以外

の利用は推奨しません。 また、「本サービス動作環境表」に記載の環



境であっても、スマートフォン端末の個別の仕様やアプリ起動時の通

信環境等によって正常に動作しない場合や、エラーメッセージが出る

場合がございます。 

4.2. 本サービスを利用した場合、当社が別途「接続可否番号一覧」に定め

る番号（１１０番、１１９番等の緊急通報番号の他フリーダイヤル、

災害用伝言ダイヤル等）への発信ができないこと。 

4.3. 本サービスの利用に際しては内線通話及び外線通話ともにデータ通信

が発生し、通信費は会員の負担となること。 

4.4. 当社又は会員が契約しているインターネット回線事業者、又は通話相

手先が契約している電気通信サービス事業者等が提供する電気通信サ

ービスにおいて、回線が著しく混雑する等の支障が生じた場合、輻輳

により利用している本サービスの通話が、途切れ、又は遅延する等、

本サービスの正常な利用が一時的にできなくなる場合があること。 

5. 会員が電話番号の利用場所として記載した住所が実在しない、当該住所に会

員の名称が存在しない、または当該住所に会員の名称で郵送物を送付しても

配達できない場合等、会員が当社に電話番号の利用場所として届け出た住所

に会員の名称が実在しない場合には、当社は会員の当該電話番号の利用を停

止することがあること。 

6. 会員は、利用契約の終了後は、利用契約に基づき付与された電話番号を一切

利用してはならないものとします。 

第8条（利用環境の維持） 

1. 会員は本サービスを利用するために必要な機器、設備及び通信回線等を自己

責任にて管理し、またインターネット回線事業者等が提供する電気通信サー

ビス、その他本サービスを利用するために必要な他サービスの利用を継続す

る等、本サービスを利用するために必要な利用環境を自己の責任と負担によ

り維持するものとします。 

2. 前項に定める利用環境が維持されず、本サービスが利用できない事態が生じ

たとしても当社は一切の責任を負いません。 

 

第9条（禁止行為） 

1. 会員は、本サービスの利用にあたり、以下の各号のいずれかに該当する行為

をしてはならないものとします。 



1.1. 本サービスの利用に際して当社が提供する電話番号等を、第3条第1項

に定める本サービスを利用できない業種、活動等に利用する行為 

1.2. 当社に対し、虚偽の情報を提供（第4条第1項第1号に定める入力事項を

含みますが、これに限られません。）したうえで、本サービスを利用

する行為 

1.3. 法令に違反する行為、犯罪行為又はこれらのおそれのある行為若しく

はこれらの行為を誘発又は扇動する行為 

1.4. 当社及び会員以外の第三者に対する誹謗、中傷行為、詐欺又は脅迫行

為 

1.5. 本サービスのネットワーク又はシステム等に過度な負荷をかける行為 

1.6. 本サービスの運営を妨害するおそれのある行為 

1.7. 当社のネットワーク又はシステム等に不正にアクセスし、又は不当な

アクセスを試みる行為 

1.8. 本サービスに使用するデータ又は電話番号データベースのデータを解

析、改変及び不正に抜き出す行為 

1.9. 当社、本サービスの他の利用者、その他第三者に不利益、損害、不快

感を与える行為 

1.10. 当社の事前の許可なく本サービスを第三者に利用させる行為 

1.11.  

1.12. 本サービスのWEBサイト内容の改ざん、逆コンパイル、リバースエンジ

ニアリングその他の方法によるソースコード等の抽出などの行為 

1.13. 当社又は第三者の営業秘密、プライバシー、信用、著作権その他の知

的財産権を侵害する行為 

1.14. 本サービスの一部を提供する者（弊社と契約を締結して本サービスの

一部を会員に提供する第三者）が本規約とは別に会員に対して定める

規約等に違反する行為 

1.15. ウィルスに汚染されたデータ等を本サービスのWEBサイト上に送信する

行為 

1.16. 本サービスを、自己の商品・サービスであると偽り、不正に利用する

行為 

1.17. 電話番号等を利用して、当社又は第三者が必要としない広告、スパ

ム、チェーンメールなどの勧誘情報を提供する行為 

1.18. 犯罪行為及び犯罪行為に結びつく行為 

1.19. 公序良俗に反する行為 

1.20. 反社会的勢力等に該当する行為 

1.21. その他、本規約又は法令等（犯罪収益移転防止法を含みますが、これ

に限られません。）に違反する行為 

1.22. 前各号の他、当社が不適切と判断する行為 



第10条（知的財産権） 

本サービスに関する商標権、著作権等の知的財産権は、当社又は当社に利用を許諾

した第三者に帰属します。会員は、本サービスに関する情報を、当社又は当社に利

用を許諾した第三者の承諾を得ることなく、著作権法に定める私的利用の範囲を超

えて使用することはできません。 

第11条（個人情報の取扱い） 

当社による登録事項を含む会員情報（登録事項及び当社が会員に関して本サービス

の業務上知ることのできた情報をいいます。以下同じ。）の取扱いについては、法

令及び当社の個人情報保護方針の定めによるものとし、会員は、当該個人情報保護

方針に従って当社が会員の情報を取り扱うことについて承諾するものとします。 

第12条（利用契約の期間） 

1. 利用契約の期間は、第2条に定める本サービスの内容ごとに定められた期間と

します。なお、本サービスは利用契約の期間につき日単位はなく、期間の初

日は月初日、期間満了日（利用契約の期間の最終日をいいます。以下同

じ。）は月末日となります。 

2. 期間満了日まで（当該満了日を含みます。）に第13条又は第14条による利用

契約の終了がない場合、利用契約は同一の条件において更新されるものと

し、以後も同様とします。 

第13条（利用契約の解約） 

1. 会員は、利用契約の解約を希望する場合には、当社に対し、1か月前までに、

当社所定の方法により、解約しようとする月の末日を解約希望日として通知

するものとします。 

なお、会員が通知した解約希望日にかかわらず、本契約の解約日は、本条第2

項その他当社所定の確認が完了し、当社が会員に対し解約を承諾する旨の通

知を行った月の末日とします。 

https://terms.dmm.com/privacy/


2. 会員は、解約希望日までに、以下の各号に定める手続（以下「利用終了手

続」といいます。）を行うものとします。 

2.1. 利用契約により会員に使用が認められた電話番号等の一切の情報を、

会員の責任と負担により当該情報が使用された一切の媒体（WEBサイ

ト、SNS、名刺、パンフレット等を含み、媒体・手段の如何を問いませ

ん）から削除、消去又は抹消（当該媒体の破棄を含みます）する。 

2.2. 会員より解約フォームその他当社が指定するフォームへの必要事項の

入力および送信をする。 

3. 前項の利用終了手続が完了されていることを解約希望日までに当社が確認す

ることができ、その旨を会員に通知したときは、利用契約は解約希望日に終

了します。なお、利用終了手続の完了確認通知が解約希望日を過ぎたとき

は、利用契約は当該手続の完了確認通知があった月の末日に終了するものと

します。ただし、期間満了日を過ぎたときは、利用契約は前条第2項に基づき

自動更新されます。 

4. 年間契約の場合で、やむを得ない事由により利用終了手続の完了が遅れ期間

満了日を過ぎたときは、前条第2項にかかわらず、長期の更新を避けるため、

当社は、自動更新後の条件を単月契約に変更したうえで更新することができ

るものとします。なお、この場合、利用契約の期間のほか、月あたり利用料

も含め全て単月契約の条件になります。 

5. 利用契約の解約による利用契約の終了後、最終月（利用契約が終了した月を

いいます。）の利用料等の支払いは、最終月の翌月10日に発生します。 

6. 会員は、未払債務がある場合には、本条に基づく利用契約の解約を行うこと

はできません。 

第14条（サービスの停止及び利用契約の解除） 

1. 当社は、会員が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、会員に対し

て催告なく、直ちに本サービスの一部若しくは全部の停止又は利用契約の解

除その他当社が適切と考える措置を講じることができるものとします。 

1.1. 本規約に違反（第9条に定める禁止行為を行った場合を含みますが、こ

れに限られません。）した場合 

1.2. 本サービスの利用に関して不正、不法行為、違法行為と思われる行為

をした場合 

1.3. 利用料等（オプションサービスの利用料を含みます。）の支払が遅滞

した場合 



1.4. 過去に当社又は当社の関連会社の提供する何らかのサービスに関し

て、正当な理由なく当該サービスに関連する規約などに違反し、又は

債務不履行があったことが判明した場合 

1.5. 一定回数以上のパスワードの入力ミスがある等、本サービスのセキュ

リティを確保するために必要な場合 

1.6. 当社が第三者から、当該会員について、クレーム等を受けた場合 

1.7. 監督官庁による営業許可取消し、停止その他行政処分があった場合 

1.8. 支払不能若しくは支払停止又は手形もしくは小切手が不渡りとなった

場合 

1.9. 破産手続開始、再生手続開始、更生手続開始又は特別清算開始の申立

てがあった場合 

1.10. 仮差押え、仮処分、強制執行又は競売の申立てがあった場合 

1.11. 公租公課の滞納処分を受けた場合 

1.12. 手形交換所の取引停止の処分を受けた場合 

1.13. 財産状態が悪化し、又は悪化するおそれがあると認められる相当の事

由がある場合 

1.14. 解散、会社分割、事業譲渡又は合併の決議をした場合 

1.15. 会員の信用状態が悪化し、支払いの継続が困難であると判断した場合 

1.16. 本サービスが犯罪行為等に利用されることを防止するために、特定の

利用者の利用を停止する必要があると警察機関が判断した場合であっ

て、警察機関から当社に対して所定の方法により利用停止の措置要請

を受けたとき。なお、この場合において、警察機関から法令等に基づ

く求めがあった場合もしくはその他法令の定めにより必要があると認

められる場合には、当社は警察機関に対し当該利用者に係る情報（氏

名、住所等）を通知することがあります。 

1.17. その他本契約を継続し難い重大な事由が生じた場合 

1.18. 前各号に準じ、当社が相当と判断する場合 

2. 本サービスの一部停止により、会員は、停止されたサービスを利用できなく

なるものとします。なお、利用料の減額はないものとします。 

3. 本サービスの全部停止により、会員は、本サービス全てを利用できなくなる

ものとします。この場合、当該会員は、前条に基づく利用契約の解約により

利用契約が終了するまで、利用料相当額の違約金及びこれに対する年14.6パ

ーセントの割合による遅延損害金を支払わなければならないものとします。

なお、利用料は発生しないものとします。 

4. 利用契約の解除により、利用契約は終了し、当該会員は会員でなくなるもの

とします。この場合、当該元会員は、第13条第2項第1号に定める利用終了手

続と同様の手続を行わなければならず、当該手続が完了するまで、利用料相



当額の違約金及びこれに対する年14.6パーセントの割合による遅延損害金を

支払わなければならないものとします。 

5. 当社が本サービスの一部若しくは全部の停止又は利用契約の解除その他当社

が適当と考える措置を講じたことにより、会員による本サービスの利用に支

障が生じこれにより損害が発生した場合であっても、当社は当該会員に対し

一切の責任を負わないものとします。 

第15条（本サービスの中断等） 

1. 当社は、以下の各号のいずれかに該当する場合には、会員への事前の通知又

は承諾を要することなく、本サービスの提供を中断することができるものと

します。 

1.1. 本サービスの提供に必要な設備の故障等により保守を行う場合 

1.2. 運用上又は技術上に理由でやむを得ない場合 

1.3. 天災地変、本サービスの提供において用いる第三者の回線に起因する

通信不良等、不可抗力により本サービスの提供ができない場合 

1.4. 前各号の他、本サービスの運営に支障が生じるおそれがある場合その

他当社が本サービスの中断の必要があると判断した場合 

2. 当社は、前項に定めるほか、本サービスの提供に必要な設備の定期点検、本

サービスの定期バージョンアップ等を行うため、会員に事前に通知の上、本

サービスの提供を一時的に中断できるものとします。 

3. 当社に故意又は重過失がある場合を除き、前二項に定める本サービスの中断

により、会員に生じた損害につき、当社は賠償する責任を負わないものとし

ます。 

第16条（本サービスの終了） 

1. 当社は、次のいずれかに該当する場合には、本サービスを終了できるものと

します。 

1.1. 理由の如何に関わらず卸提供元電気通信事業者との契約が終了した場

合 

1.2. 不可抗力により本サービスの提供が不可能となった場合 

1.3. 3か月前までに会員へ通知した場合 

2. 会員は、前項第3号の通知に記載された当社の求めに応じ、3か月の予告期間

の間に、第13条第2項に定める利用終了手続と同様の手続を行うものとしま

す。 



3. 本サービスの終了により利用契約は終了するものとし、当社は、期間満了日

までの残期間に応じた利用料の返金を行います。なお、月単位での精算であ

り、日割りによる精算はありません。 

4. 本サービスの終了により会員に生じた損害につき、当社は賠償する責任を負

わないものとします。 

第17条（権利義務譲渡） 

1. 会員は、あらかじめ当社の書面による承諾がない限り、本サービス上の地位

並びに本規約及びその他の関連する契約において発生する権利又は義務の全

部又は一部を第三者に譲渡してはならないものとします。 

2. 当社は本サービスにかかる事業を他社に譲渡した場合、当該事業譲渡に伴い

本規約及び本サービスに関連する契約上の地位、権利及び義務並びに会員情

報を当該事業譲渡の譲受人に譲渡することができるものとし、会員は、かか

る譲渡につき本項においてあらかじめ承諾したものとします。なお、本項に

定める事業譲渡には、通常の事業譲渡のみならず、会社分割その他事業が移

転するあらゆる場合を含むものとします。 

第18条（保証の否認及び免責） 

1. 会員は、自己の責任において本サービスに適合した情報端末、通信環境等を

整備するものとし、当社は、会員がこれらに適合しない環境により本サービ

スを利用できなかったことにより被った損害につき、賠償する責任を負わな

いものとします。 

2. 当社は、本サービスについて、継続性、通信の完全性、セキュリティ保護

性、無エラー性、無ウィルス性、不具合修正の確約について保証を行うもの

ではありません。 

3. 当社は、当社による本サービスの提供の中断、停止、終了、利用不能又は変

更、会員が送受信したデータの削除又は消失、本サービスの利用による登録

データの消失、又は機器の故障もしくは損傷、その他本サービスの利用に関

して会員が被った損害につき、賠償する責任を負わないものとします。 

4. 会員が、第三者より、本サービスの利用に際して生じた損害等の賠償請求そ

の他の法律上の請求を受けた場合、会員は、当社に故意又は重過失がない限

り、当社を免責し、当該請求に関連する請求を当社に対して行わないものと

します。 



5. 債務不履行責任、不法行為責任、その他法律上の請求原因の如何を問わず、

本サービス又は本規約に関して、当社が会員に対して負う損害賠償責任の範

囲は、当社の責に帰すべき事由により又は当社が本規約に違反したことが直

接の原因で会員に現実に発生した通常の損害に限定され、当社の責に帰すこ

とができない事由から生じた損害、当社の予見の有無を問わず特別の事情か

ら生じた損害、逸失利益について当社は賠償責任を負わないものとします。 

6. 当社と会員との間の本サービスの利用に関する契約が、消費者契約法の消費

者契約に該当する場合、本規約のうち、当社の損害賠償責任を完全に免責す

る規定は適用されないものとします。 

7. 前二項により当社が責任を負う場合においても、当社は、金10，000円を上限

として損害賠償責任を負うものとします。ただし、当社に故意又は重大な過

失がある場合はこの限りではありません。 

第19条（本規約の変更） 

1. 当社は、必要と判断した場合、本規約を民法第548条の4の規定に基づき変更

することがあります。変更を行う旨及び変更後の本規約の内容並びにその効

力発生時期は、効力発生時期が到来するまでにWEBサイトへの掲示、電子メー

ル又はその他相当の方法により周知します。 

2. 前項に基づき本規約が変更された後、会員が本サービスを利用した場合、又

は1か月以内に本サービスの終了手続を取らなかった場合には、会員は、本規

約の変更に同意したものとみなします。 

第20条（分離可能性） 

本規約のいずれかの条項又はその一部が、無効又は執行不能と判断された場合であ

っても、本規約の残りの条項及び一部が無効又は執行不能と判断された条項の残り

の部分は、継続して完全に効力を有するものとします。 

第21条（準拠法及び管轄裁判所） 

1. 本規約の準拠法は日本法とし、本規約又は本サービスに関する一切の紛争

は、訴額に応じ、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属的合意

管轄裁判所とするものとします。 



2. 本規約又は本サービスに関連する契約に定めのない事項その他本規約の条項

に関し疑義を生じた場合は、会員及び当社が協議の上、円満に解決を図るも

のとします。 

 

2026年9月1日 制定 

 


